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気候変動問題気候変動問題

IPCC(2001a) 

IPCC第三次報告書によると、

平均気温平均気温 →→ 1.41.4℃℃～～5.85.8℃℃ ↑↑
海面水位海面水位 →→ 0.090.09～～0.88m0.88m↑↑

…etc…

脆弱な地域でより激しい被害



長期的には長期的には

CO2CO2排出量の排出量の大幅な大幅な

削減削減が必要が必要



しかし、しかし、

消費を増やす消費を増やすようなような
補助が補助が

存在している存在している



化石燃料への補助

消費を増加消費を増加

CO2排出量の増加

環境破壊的補助金環境破壊的補助金
（Environmentally Harmful Subsidies,EHS）
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経済厚生経済厚生
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補助金の経済理論補助金の経済理論
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環境汚染的部門への補助と外部費用環境汚染的部門への補助と外部費用
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Fossil
fuels
 68%

Electricity
21%

Nuclear
7%

Renewables
4%

Total: 224bn USDTotal: 224bn USD Source: Van Beer and de Moor (2001)

世界のエネルギー部門に対する補助金



政策立案者の意思決定要因政策立案者の意思決定要因

Environment

Economy Society

－－

＋＋－－



社会的目的社会的目的

雇用の維持

エネルギーセキュリティの向上

貧困の解消

・・・・・・etc

これらの重要性が直ちに補助を正当化これらの重要性が直ちに補助を正当化
する訳ではないする訳ではない

これらは重要 だが・・・



①①厚生損失厚生損失++環境被害環境被害 ＞＞ 社会的便益社会的便益

直ちに廃止されるべき直ちに廃止されるべき

costscosts benefitsbenefits

Environment

Economy Society



②②厚生損失厚生損失++環境被害環境被害 ＜＜ 社会的便益社会的便益

EHSEHS以外の政策

costscosts

Environment
Economycostscosts

Environment
Economy benefitsbenefits

Societybenefitsbenefits

Society



EHSが正当化されるためには・・・EHSが正当化されるためには・・・

①社会的便益の方が大きい

②他の政策よりもEHSが最も効率的
に社会的便益を獲得できる

and
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雇用の維持雇用の維持

⇒“競争力の無い部門への補助”

ベストな雇用政策なのか？

失業を解消するには

景気刺激

ミスマッチの解消etc



⇒“競争力の無い部門に人々を

縛り付ける”

長期的に
景気刺激

ミスマッチの解消etc

雇用水準を悪化させる

環境破壊的補助金は

正当化され得ない

環境破壊的補助金は

正当化され得ない
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エネルギーセキュリティ向上の為
の一般的な施策

エネルギーセキュリティ向上の為
の一般的な施策

•省エネルギー
•国産化

・・・・・・etc



省エネルギーの促進省エネルギーの促進

原単位改善⇒

Saved
30

より少量の燃料で同じエネルギーを

例）20単位のエネルギーを得るのに・・・

70

100



経済経済 環境環境

Emission reductionsmall costs

省エネルギーの促進省エネルギーの促進



国産化国産化

steady acquisition of clean energysteady acquisition of clean energysteady acquisition of clean energy

原子力

再生可能エネルギー



Insignificant costs
In the future Emission reduction

国産化国産化

経済経済 環境環境



エネルギーセキュリティの向上エネルギーセキュリティの向上

EHS以外の政策:

◆◆経済経済= better= better
◆◆環境環境= better= better

環境破壊的補助金は

正当化され得ない

環境破壊的補助金は

正当化され得ない
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貧困の解消貧困の解消

所得補償

先進国の保護的政策の撤廃 etc

一般には一般には

EHSの方が
有効な政策なのか？



②エネルギーへのアクセスが拡大すれば

貧困を解消できるのか？

①適切に貧困層のみの支出を減らせるのか

環境破壊的補助金は

正当化され得ない

環境破壊的補助金は

正当化され得ない

⇒貧困層のエネルギーへの支出
を和らげることを意図
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EHSの存在は
正当化
されない!!

EHSEHSの存在はの存在は

正当化正当化
されないされない!!!!

ConclusionConclusion
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